
【本県からの要望】 【概算要求（主なもの）】  （ ）は31年度予算額 

資料２ 

1.避難地域の復興・再生 
・「福島12市町村の将来像」の実現 
・福島再生加速化交付金など必要な予算の確保 
・事業・生業の再開に向けた支援 
・教育環境の整備・充実 
・帰還困難区域の復興・再生 
 
 
 

3.風評払拭・風化防止対策の強化 
・国との連携、協力による風評・風化対策の更なる推進 
・県産農林水産物等の安全確保と風評対策の強化 
・教育旅行の誘致など観光復興の推進による風評対策の強化 
・Jヴィレッジの活用 
 
 
 
4.福島イノベーション・コースト構想の推進 
・研究開発の推進及び産業集積の加速化 
・構想を支える教育・人材育成 
・浜通り地域等への交流人口の拡大及び生活環境の整備促進 
・拠点の整備及び運営への支援 
・推進体制基盤の強化 

5.新産業の創出及び地域産業の再生 
・再生可能エネルギー先駆けの地及び福島新エネ社会構想の実現 
・医療関連産業等の集積と産業の再生に向けた支援 
・農林水産業の再生に向けた支援 

6.復興を支えるインフラ等の環境整備 
・浜通りの復興に不可欠なインフラ整備の予算確保 
・放射性物質対策の確実な実施 
・中間貯蔵施設・特定廃棄物埋立処分施設 

写真提供：環境省 

2.避難者等の生活再建 
・避難地域の医療、福祉・介護サービス提供体制の再構築 
・被災者支援総合交付金を始めとした避難者支援制度の充実  
 

7.復興・創生期間後の継続的な対応 

・福島再生加速化交付金  
・特定復興再生拠点整備事業                                                                                           
・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 
・被災地の公共交通に対する支援 
・帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業  
・福島県浜通り地域等の教育再生  
・被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配 
・緊急スクールカウンセラー等活用事業 
・原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 
 

   

  793億円 
708億円 

97億円 
7億円 
4億円 
9億円 

16億円 
22億円 
16億円 

（890億円） 
（869億円） 
（111億円） 

（9億円） 
（4億円） 

（11億円） 
（18億円） 
（24億円） 
(60億円） 

 
・被災者支援総合交付金 
・相双地域等における介護サービス提供体制の確保等 
・医療･介護･障害福祉制度における財政支援 
・被災地復興に向けた情報提供と復興施策の理解促進 

  167億円 
4億円 

60億円 
5億円 

（177億円） 
（4億円） 

（91億円） 
（5億円） 

・復興道路･復興支援道路の整備 
・社会資本整備総合交付金（復興） 
・国営追悼・祈念施設（仮称）整備事業 
・中間貯蔵施設の整備等 
・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 
・除去土壌等の適正管理･搬出等の実施 

  2,182億円 
1,363億円 

15億円 
5,612億円 
1,046億円 

540億円 

（1,744億円） 
（1,226億円） 

（25億円） 
（2,081億円） 
（1,054億円） 
（1,187億円） 

・東北観光復興対策交付金 
・福島観光関連復興支援事業 
・福島県農林水産業再生総合事業 
・放射線副読本の普及 
・地域の魅力等発信基盤整備事業 

  21億円 
3億円 

47億円 
1億円 
4億円 

 

（32億円） 
（3億円） 

（47億円） 
（1億円） 
（2億円） 

 
・福島ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想推進基盤整備事業 
・地域復興実用化開発等促進事業 
・先端農林業ロボット研究開発事業 
・福島ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想等を担う人材育成に関する事業 
・大学等の「復興知」を活用した福島ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺｰｽﾄ構想促進事業 
・【再掲】福島再生加速化交付金（原子力災害情報発信拠点施設等整備事業）  

  10億円 
57億円 

1億円 
3億円 
5億円 

 
793億円の一部 

（10億円） 
（57億円） 
（1億円） 
（3億円） 
（4億円） 

 
（890億円の一部） 

・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰを活用した水素ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築実証事業 
・福島県における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの導入促進のための支援事業費補助金 
・ﾛﾎﾞｯﾄ･ﾄﾞﾛｰﾝが活躍する省ｴﾈﾙｷﾞｰ社会の実現ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
・【再掲】原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 
・自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 
・原子力災害対応雇用支援事業 

146億円   
70億円 
44億円 
16億円 
制度要求 

7億円 
 

（163億円） 
（85億円） 
（36億円） 
（60億円） 
（88億円） 
（10億円） 

・骨太の方針2019［6月21日］ 
・【税制】復興特区税制及び福島特措法税制に関する所要の措置 

（注）表示単位未満の端数については四捨五入、上記金額には本県以外も含む場合がある。 


